
裁　　決 書

審査請求人

処分庁　 Ｉ

卜 白 ㎜

四 福祉事務所長

ヽ上記審査瞶求人（以下「請求人」という。）から平成23 年12 月/5日付けで提起され
た、処分庁が平成23 年11 月24 日付けで行った、生活保護申請却下決定処分（以下「本
・件処分」という。）に係る審査請求について、次のとおり裁決する。　　　　　　　 ダ

主　　　　　 文

本件処分を取り消す。

理 由

第1 ， 審 査 請 求 の 趣 旨 及 び 理 由　 －　　　 ＼

１　 審 査 請 求 の 趣 旨　　　　 ト　　　　　　 ノ　　　　　　　　 ＼

●　　　　　　　　　　　　　　
。　　　　　　　。　　　　　ｌ　　　　　　　　、　　● ●　　　１本 件 審 査 請 求 は 、 処 分 庁 が 、 請 求 人 に 平 成23 年11 月24 日 付 け で し た 本 件 処 分

の 取 消 し を 求 め る と い う も の で あ る 。　　　　　　　　　　　　　 ｀　　 犬

２　審査請求の理由　　　　　　 犬
本件審査請求の理由は、要するに次のとおりであり、請求人はこの点から本件処

分は違法又は不当であると主張しているものと解される。　　　　･ ‥
請求人は、資産巾告書に記載した現金 四 については、居住する建物の敷地

め地代であり、平成23 年12 月末日までに地主に支払うために毎月積み立てていた
ものであることを申し立てていたにもかかわらず、｡処分庁が利用し得る資産がある
として行なづた本件処分は違法又は不当であると主張している。

第２
１

当庁の認定事実及び判断･・ ．･．・
認定事実　　　　　　　　　　 卜
調査したところ、次の事実が認められる．

煤



（１ ） 処 分 庁 は、 平成23 年11 月10 日に請 求人 宅 を訪 問し 、 面接 を行な った と ころ
し 生 活 保 護 法 （以 下 「法 」 と い.う．） に基 づ ぐ 保 護 （以 下 「保護 」 と､い う．） 申請
書 の 提 出 があjり受 理 し た ことＯ　　　　　　　　　　　　　．　　　　　’Ｉ ／．・　・　－－／　 そ の 際 、居 住す る 住 居_の建 物 は 、 亡 くな っ た従 姉 の㎜ 名 義 で あ る こ
と を聴 取 して いる こ と．　　　　　　 ・

（２）･　処 分 庁 は、 平成23 年11 月16 日に 請 求人 宅 を訪 問し 、 保護 の 申 請 に必要 な 資
卜　 産 申告 書 等 の書類 を 受 理し て い る こと ． 卜

､そ の 際、 次の.こ.とを 聴 取又 は確 認し て い るこ と． し ．　 ／ ．　
……

① 資産 申告 書 に記 載さ れて い る 現金 ㎜ 円 は、地 代 の支 払い の ため に残
し て あ ると の請 求 人（ﾌ:）申し 立 て 厂う　　　　　　　　　　 ダ　　　　　　　

．
② 平成22 年12 月 付 け の㎜ 宛 め年 額 ㎜ りめ地 代 の支 払請求 書

③ 平 成23 年 の地代 の請 求 につ て は、㎜ 宛 に ごれか ら郵 送さ れて く る
と の請 求 人 の申し 立 て　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼

（３） 処 分 庁 は √平 成23 年11 月24 日に保 護 の 要 否判 定 に係 るヶ － ス診 断 会議 を 開
催 し 、 最 低 生活 費を 上 回 る ㎜? ）所 持 金 が ある こと か ら、 利 用 し 得 る資 産 が
あ る と判 断し 、保 護 の 申 請 を却 下 す る決 定 を行 った こと ．十　　　　　　　 ‥

、なお 平ヽ嵎23,年12 月16 日付けで 処ヽ分庁が審査庁に纐出した弁明鄙 とは、「
代の支払いについては、審査請求人からの口頭による説明があったのみで、現

･･　W　 ＝　■--　fl ･ ●　/●J㎜ に つ い て は
卜ヽ
全 て が 地 代 の 支 払 い に 充 て ら れ る も め で あ る と い う 確 証 が

い た め 、ﾚ 利 用 し 得 る 財 産 で あ る と 判 断 し 、 （ 衙 段 略 ）」 及 び 「 事 実 上 の 争 点 は
、－　 ＝　　　 － 〃■●●-ﾐ'･　 ｜

之持 ち 現 金
㎜17:)

使 途 に つ い て
、
生 活 費 と し て 利 用 し う る も め か 否 か に

あ る が
、

処 分庁では、現金の使途にう い毟言及しておらず、どのような形でIあれ、手持ち
現 金を消費したうえで再相談’に訪れるよう助言しており、（後段略）」との記載が
あ゙ ること．　　ﾚ･･･ ．　　　　　･･．・　　　　　　．．・　　　･･　　　　　　　　･･

（４ｊ） 処分庁 は、平成23: 年11 月24 日に請求人宅を訪問し、平成23 年11 月24 日付
け保護申請却下決定通知書 を交付していることi･･.･..　　　　　･.

２　 判 断　　　　　　　　　 卜　　　　　　　　　　　　　　　 卜　　 ／

（ １）ヽ 法 第 ４ 条 第 １項 に よ れ ば 、「保 護 は 、 生 活 に 困 窮 す る 者 が 、 そ の 利 用 し 得 る 資

卜 産 、 能 力 そ の 他 あ ら ゆ る も の を 、 そ の 最 低 限 度 の 生 活 の 維 持 の た め に 活 用 す る

こ と を 要 件 と し て 行 わ れ る 。」 と さ れ 、 こ れ は 、 生 活 保 護 制 度 に お け る 基 本 的

な 原 則 の 二 つ で あ る 保 護 の 補 足 性 に つ い て 定 めた 規 定 で あ る 。＞

（２ ） さ ら に 、資 産 の活 用 に つ い て は 、「生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 実 施 要 領 にう い て 」

（ 昭 和36 年 ４ 月 １ 日　 厚 生 省 発 社 第123 号 厚 生 事 務 次 官 通 知 ）第 ３ に よ れ 昿 「最

低 生 活 の 内 容 と し て そ の 所 有 又 は 利 用 を 容 認 す る に 適 し な い 資 産 は 、 次 の 場 合 を

∇ 除 き 、 原 則 と し て 処 分 の う え √ 最 低 限 度 の 生 活 の 維 持 の た め に 活 用 き せ る と と 。」
と さ れ 、 容 認 で き る 資 産 と し て 以 下 の 場 合 を 示 し て い る。　　　 ヶ
工　 そ の 資 産 が 現 実 に 最 低 限 度 の 生 活 維 持 の た め に 活 用 さ れ て お り 、 か つ 、 処

卜　　 分 す る よ り も 保 有 し て い る 方 が 生 活 維 持 及 び 自 立 の助 長 に 実 効 が あ が っ て

卜　　　 い る も の　　　　　　　　　　　　　 へ　　 卜 。　　　　　　　　　　 〉
Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　・　●　　　　　　　　　　　・

２　 現 在 活 用 さ れ て は い な い が 、 近 い 将 来 に お い て 活 用 さ れ る こ と が ほ ぼ 確 実

で あ っ て 、 か つ 、 処 分 す る よ り も 保 有 し て い る 方 が 生 活 維 持 に 実 効 が あ が る

と 認 め ら れ る も の

３ グ処 分 す る こ と が で き な い か 、 又 は 著 し く 困 難 な も の 〕 く　　　　　　　 ∧
４　 売 却 代 金 よ り も 売 却 に 要 す る 経 費 が 高 い も の　　 卜

如
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５　社会通念上処分させることを適当としないもの　　 プ
（３） そして、保護決定実施上の保護申請時における助言指導につ＼いて卜「生活保護

法による保護の実施要領について」（昭和J38 年４月１日　社発第246 号厚生省
社会局長通知）（以下 「局長通知」という。）第11 －1 －（2 ）にお いて、「要保
護者が、 自らの資産能力その他扶養、他法等利用しう る資源の活用を怠り又は

犬 忌避していると認められる場合は、適切な助言指導を行なうものとし、要保護
者が､これ に従わないときは、保護 の要件を欠くものとして、申請を却下するこ
と。なお、要保護者が自らの資産、能力等の活用により最低生活の需要を満た、
すことができると認められる場合には、保護を要しないものとして 申請を却下
すること。」とされている。

（４） また、「住宅費」認定の具体的な処理基準について は、’局長通知第７ － ４’－ （１）
－アにお いて 、「家賃、間代√地代等は居住する住居が借家若しくは借間であっ
て家賃、間代等を必要とする場合又は居住する住居が自己の所有に属し、かつ
住居の所在する土地に地代等を要する場合に認定 すること。」とされており、地

フ　代の具体的な取扱いについては、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いに
ついて」（昭和38 年４月１日 ご社保第34 号厚 生省社会 局保護課 長通 知）第 ７の
問５５において 「被保護者が数か月分の地代を一括して支払う必要があるとき
は4 そ の支払いの実態 にかんがみ住 宅扶助費の家賃、間代、地代等の額を12 か
月の範囲 内にお いて必要な月分 を地代支払いの時期に支給して差しつかえない。

▽ただし、新たに、保護を開始した者については、保護を開始した日以降、次期
地代支払い時期までの額を認定すること。卜 とされている。

（５） そこでこれを、本件処分についてみる。　　　　　 ＞
＝処分庁は、認定事実（３）､で 明らかなとお り、 請求人の所持金 ㎜ につい
て、請求人からの口頭による説明を受けたのみで、全てが地代の支払いに充て
∧られるものであるという確証が得られないという理由から利用し得る資産であ
ると判断し、本件処分を行っている。　　　　　　　　　　 ＼　　　　 ノ
そ こで、請求人の所持金 ㎜ が、申請時妣おいて利用し得る資産であり√

最低生活の需要に活用できるものであるかについてみる。
地代については、判断の（４）に示すとおり、新たに、保護を開始した日以

降、次期地代支払い時期までの額を住宅費として認定することができるが、保
護開始月前の地代については、住宅費として認定することができない。
認定事実（１）及び（２）で明らかなとおり、処分庁は、請求人が亡くなっ

た従姉ヽ ㎜ ﾁﾞi義の住居り 居 住してお りヽ その住居の所在する土地に今
後支払うべき地代を要することを認識している。請求人に平成23 年分の地代の
支払義務 がある場合、請求人が保護申請前の地代として支払わなければなちな
い額は、平成22 年分の地代請求額 ㎜ 円を基に算 出すると次のとおりと推
計される。　　　　　　　　 ▽　　　　　　　　　　　　　　　　 卜　 ゛ 、
（保護申請日　平成23 年1 1 月 10 日）
・１か 月･当 り　　　　　　　 ㎜ 円÷12 か月＝㎜ 耗（円未満切捨て）
・保護 申請前の期間’（1 月～10 月）　　　　 几　　　　‥　　　 、　 く

ダ　 づ　・ 。･。･･　　　 ・ 。
・　㎜ 円 刈O か月＝㎜ 円｡　 廴

これは、請求人が地代の支払いに充てると申し立てている 四 とほぼー=致
してお り、所持金 ㎜ を利用し 得る資産としで生活費に充当した場合、地代
差支払うことができなぐなることは容易に推量できる。
そして、処分庁が「地代の支払いに充てられる確証がない」＼として いること

熕



については1 請求人の住居及び平成 訟 年の地代の請求の宛名、支払い振込み名
義が亡くなった従姉ヽ㎜ であることを認識しているもの9:）√平成23 年
分の請求人の地代支払い義務の有無の確認については、賃貸借の実態把握のた
めの必要書類の提示の指示及び地主に対する調査の可能性を含め適切な助言指

ダ 導をした事実は認められない。資産調査を十分に精査しないまま、最低生活の
需要に社舳 ごきる資産であるとした処分庁の判断には瑕疵がある。　ロ　 ダ
また、認定事実（２）の弁明書の内容から明らかなとおり、゙処分庁が、所持

…
…啻｡㎜ をど９よう｡な形であれ消費してから再申請すべきと緋 撕 をしている
ことにつ･いては、判断の（･2）及び（３）に示す「保有を容認できる資産」及
び「要保護者が自らの資産の活用により最低生活の需要を満たすことができる
と認められる場合」に該当するか否かを判断のうえ、本件処分を行なったとは
認め難いものであり、この点からも本件処分は不当である。　　　　　 犬 ＞

以上のとおり、1本件処分は、その調査及び判断に瑕疵があったと言わざるを得ず、
取り消しを免れないので、行政不服審査法第４０条第３項の規定を適用して、主文の
とおり裁決する。　　　　　　　　・

平成24 年２月10 日

長野県知事　阿部

⊇
でFj

と の 裁 決 に不 服 があ る と き は、 この 裁 決 が あ っ た ことを知 った 日の翌 日 か ら起 算 し て
30 日以 内 に、 厚 生労 働大 臣 に対し 再 審 査請 求 をす る こ とがで き ま す。（な お 、裁 決 が あ
っ た こ と を 知っ た 日の翌 日 か ら起算 し て30 日以 内 で あって も 、裁 決 があ っ た 日 の 翌 日
か ら起 算 し て１ 年 を経 過す ると 再審 査 請求 を す るこ と がで き な くな ります 。）

また √ こ の裁 決 につい て は 、こ の裁 決 が あ っ た こ とを知 っ た 日の 翌 日か ら 起算 し て ６
か 月以 内 に、 こ の裁 決の 前提 とな る決 定を し た 市 を被 告とし て （訴 訟 にお いて 市 を代 表　 厂71
す る 者 は 市 長と な り ま す 。） 決定 の 取 消し の 訴 え を 、 あ るい は県 を被 告 と して （訴 訟 に

お い て 県 を 代表 す る 者は 知事 と な り ま す。） こ の 裁 決 の取 消し の 訴え を 提起 す る こと が
でき ま す 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ト　　　 ニ　　　　　　 ：

●･　　　　　　　　　　　丶　　　　　　　　　　　　　　Ｊ（な お 、 裁 決が あ った こ と を知っ た 日 の翌 日 か ら起 算して ６ か 月以 内で あ っ ても 、 裁 決
が あ っ た 日 の翌 日か ら起 算 し て １年 を 経 過 す る と 決 定 及び 裁 決 め取 消 し の 訴 え を 提 起
す る ご と が できな くな り ます 。）　　　　　　　　　　　　　 二

上記は謄本です。卜

平成2.4 年･2 月」O」］

長野県知事　阿部．守

μ


